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概要 

新型コロナウイルス感染症の影響によるライフスタイルや交通行動の変化の中で、通勤・通学や配達を目

的とする自転車利用のニーズがさらに高まっている。一方、全交通事故に占める自転車関連事故の構成比は

増加傾向である。その中、道路交通法（以下「道交法」）の一部改正で、全ての自転車利用者に対し、自転車

の乗車用ヘルメット着用努力義務が 2023 年 4 月 1日より課される。また、昨今では様々な種類の自転車が販

売されている。本レポートでは、自転車の定義を再確認し、自転車の事故防止として、自転車関連事故状況

の特徴、自転車に係る交通ルール、指導取締り状況を説明し、万一の事故に備える自転車保険、企業におけ

る自転車通勤の推進についても紹介する。 
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1.自転車の定義 

自転車は、道交法では「軽車両」と位置付けられる。道交法第 2条第 11 項で、自転車、荷車その他人若し

くは動物の力により、又は他の車両にけん引され、かつ、レールによらないで運転する車（そり及び牛馬を

含む。）は、軽車両と定義されている。 

また自転車は、ペダルまたはハンド・クランクを用い、かつ、人の力により運転する二輪以上の車（レー

ルにより運転する車を除く）であって、身体障害者用の車いすや歩行補助車等以外のものと定義されている。 

さらに、自転車は、内閣府令で定める基準1に適合したものを「普通自転車」と定義している。内閣府令で

定められている「普通自転車」の基準は、次のとおりとなる。 

・車体の大きさは、長さが 190cm 以内、幅が 60cm 以内 

・四輪以下の自転車であること 

・側車をつけていないこと（補助輪は除く） 

・運転者席以外の乗車装置を備えていないこと（幼児用座席を除く） 

・制動装置（ブレーキ）が走行中容易に操作できる位置にあること 

・歩行者に危害を及ぼすおそれがある鋭利な突出部がないこと 

一方、公道で乗ることができない自転車は、ブレーキを備えていないもの（道交法第 63 条の 9 第 1 項）、

夜間、走行する際に、前照灯がつかないもの（道交法第 52 条第 1 項）や反射器材または尾灯が備え付けられ

てないもの（道交法第 63 条の 9第 2項）となる。 

基本的に、一般に販売されている自転車はいずれも「普通自転車」の基準内であるが、一部の競技用自転

車では基準外のものもあり、また、電動アシスト自転車と電動自転車の違いにも注意が必要である。 

電動アシスト自転車は、走行中にペダルをこぐ力を電動モーターが補助（アシスト）する仕組みの自転車

である。道交法施行規則では「人の力を補うため原動機を用いる自転車」として基準があり、運転者がペダ

ルをこがないと走行しない構造であることや、時速 24km まで補助機能が働き、時速 24km を超えると補助が

なくなることなどが定められている。一般に販売されている電動アシスト自転車はいずれも「普通自転車」

の基準内である。 

一方、電動自転車は、ペダルをこがなくてもそのまま走行することができるものである。こちらは、自転

車ではなく原動機付自転車となり、免許がないと乗ることができない。一見見た目もほとんど変わらない自

転車でも、走る時のルールが大きく変わる点に注意していただきたい。 

このように自転車には、細かなルールが定められている。 

2. 自転車関連事故の状況 

2.1. 自転車関連事故件数の推移 

警察庁によると、自転車関連事故（自転車が第 1当事者2又は第 2当事者3となった交通事故をいう）の件数

の推移は図 1 のとおりである。2021 年は 69,694 件で前年より 2,021 件増加している。これを全交通事故に

占める構成比で見てみると、2016 年以降増加傾向にある。事故件数自体は年々減少傾向にあるが、自転車事

                              
1 道路交通法施行規則第 9条の 2の 2に記載 
2 第 1 当時者とは、最初に交通事故に関与した事故当事者のうち最も過失が重い人のこと 
3 第 2 当時者とは、最初に交通事故に関与した事故当事者のうち第 1当事者の次に過失が重い人のこと 
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故の構成比は増加傾向にあり、また、2021 年の事故件数自体も増加に転じていることから、自転車関連事故

防止は喫緊の課題であるといえる。 

 

図 1 自転車関連事故件数の推移4 

2.2. 自転車関連事故の特徴 

次に自転車関連事故の特徴について見てみる。警察庁によると、2017 年から 2021 年の自転車関連事故の

死亡・重傷事故の相手当事者は自動車が約 76％と最も大きなウェイトを占めている（図 2）。 

自転車と自動車の事故をさらに事故類型別に見てみると、事故の約 55％が出会い頭衝突によるものである

（図 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 相手当事者別自転車関連死亡・重傷事故件数割合5 図 3 事故類型別「自転車対自動車」死亡・重傷事故件数割合6 

                              
4 警察庁, 自転車は車のなかま～自転車はルールを守って安全運転～, 

https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/bicycle/info.html（アクセス日：2023 年 2 月 20 日）を基に当社作成 
5 前掲脚注 4と同じ 
6 前掲脚注 4と同じ 
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3. 自転車に係る交通ルール 

自転車は、道交法では軽車両と位置付けられており、軽車両は「車のなかま」である。道路を通行すると

きは、「車」として、交通ルールを遵守するとともに交通マナーを実践するなど安全運転を心掛ける必要があ

る。 

2022 年 11 月 1 日に内閣府の中央交通安全対策会議交通対策本部決定により、自転車の交通ルールの広報・

啓発に当たり、「自転車安全利用五則」7が改正された。ここには、自転車に乗るときに守るべきルールのう

ち、特に重要なものを取り上げており、このほかにも様々な交通ルールがある。 

ここでは、「自転車安全利用五則」とその他の主な交通ルールを取り上げる。 

3.1. 自転車安全利用五則 

3.1.1. 車道が原則、左側を通行、歩道は例外、歩行者を優先 

道交法上、自転車は軽車両と位置付けられている。よって、歩道と車道の区別があるところでは車道を通

行するのが原則となる。通行においては、車道の左側を通行 

しなければならない（図 4）。車両通行帯のない道路では左側端を、 

車両通行帯のある道路では、原則として一番左側の車両通行 

帯を通行しなければならない。ただし、自転車道があれば、 

自転車道を通行しなければならない。 

また、著しく歩行者の通行を妨げることとなる場合を除いて、 

道路の左側部分に設けられた路側帯を通行することができるが、 

その場合は、歩行者の通行を妨げないような速度と方法で通行   図 4 自転車の通行場所8 

しなければならない。                      

【規定】道交法第 17 条、第 17 条の 2、第 18 条、第 20 条、第 63 条の 3 

【罰則】3ヶ月以下の懲役又は 5万円以下の罰金等 

例外的に歩道を通行できる場合は次のとおりとなる。 

・道路標識等により普通自転車が当該歩道を通行することができることとされているとき。 

・自転車を運転する人が高齢者や児童・幼児等であるとき。 

・道路工事等で自転車が歩道を通行することがやむを得ない理由があるとき。 

普通自転車が歩道を通行する際、道路標識等により普通自転車が通行すべき部分として指定された部分（普

通自転車通行指定部分）がある場合はその部分を通行する。指定されていない場合は歩道の中央から車道寄

りの部分を徐行しなければならず、歩行者の通行を妨げるような場合は一時停止しなければならない。歩道

は歩行者優先であることを忘れてはならない。ただし、普通自転車通行指定部分を通行する場合や通行しよ

うとする歩行者がいない場合は、歩道の状況に応じて安全な速度と方法で進行することができる。 

【規定】道交法第 63 条の 4 

【罰則】2万円以下の罰金又は科料  

                              
7 内閣府 HP, 自転車の安全利用の促進について, https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/bicycle/bicycle_r04.html

（2023 年 2 月 20 日） 
8 当社作成 
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3.1.2. 交差点では信号と一時停止を守って、安全確認 

信号機がある交差点では、信号機の表示する信号に従わなければならない。また、「歩行者・自転車専用」

と表示されている信号機がある場合は、その信号機の表示する信号に従わなければならない。 

【規定】道交法第７条 

【罰則】3ヶ月以下の懲役又は 5万円以下の罰金等 

信号機がない交差点で、一時停止すべきことを示す道路標識等がある場合は、一時停止しなければならな

い。また、狭い道から広い道に出るときは、徐行しなければならない。 

自転車はひとたび止まると足をつかなければならず、また、再出発するときも労力がかかるということで、

停止したがらない傾向がある。しかし、事故の特徴でも触れたが、自動車との事故の半数以上が出会い頭で

発生していることから、自分の安全のためにも一時停止をして安全確認をしっかり行うルールは厳守してい

ただきたい。 

【規定】道交法第 43 条、第 36 条第 3 項 

【罰則】3ヶ月以下の懲役又は 5万円以下の罰金等 

3.1.3. 夜間はライトを点灯 

薄暮の時間帯から夜間に自転車で道路を走るときは、ライトをつけなければならない。無灯火は、他から

自転車が見えにくくなり非常に危険となるので、ライトは安全のためにつけなければならない。 

【規定】道交法第 52 条、第 63 条の 9 第 2項、道交法施行令第 18 条 

【罰則】5万円以下の罰金 

3.1.4. 飲酒運転は禁止 

お酒を飲んだら自転車を運転してはならない。また、お酒を飲んだ人に自転車を提供したり、飲酒運転を

行うおそれがある人に酒類を提供したりしてはいけない。 

自転車は「車」であることを再認識し、飲酒をしたら自転車の運転は絶対にしてはならない。 

【規定】道交法第 65 条第 1 項 

【罰則】5年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金（酒に酔った状態で運転した場合） 

3.1.5. ヘルメットを着用 

2023 年 4 月 1日より道交法の一部改正により、全ての自転車利用者は、自転車の乗車用ヘルメット着用の

努力義務が課されることになる。 

該当規定は道交法第 63 条の 11 となり、改正前は、児童又は幼児の保護者は、児童又は幼児を自転車に乗

車させるときにその児童又は幼児に乗車用ヘルメットをかぶらせるよう努めなければならなかった。 

改正後は、次のとおりの規定となる。 

・自転車の運転者は、乗車用ヘルメットをかぶるよう努めなければならない。 

・自転車の運転者は、他人を当該自転車に乗車させるときは、当該他人に乗車用ヘルメットをかぶらせる 

よう努めなければならない。 

・児童又は幼児を保護する責任のある者は、児童又は幼児が自転車を運転するときは、当該児童又は幼児 

に乗車用ヘルメットをかぶらせるよう努めなければならない。 
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 警察庁の統計によると、2021 年までの 5 年間に起きた自転車の事故9では、自転車乗用中の死者の人身損傷

部位では頭部損傷が約 58％で重大な事故につながりやすいことが明らかになっている。また、自転車乗用中

の乗車用ヘルメット非着用時の死傷者に占める死者の割合いわゆる致死率は、着用時に比べて約 2.2 倍高く

なったということも判明している。このように、自転車事故での被害を軽減するためには、頭部を守ること

が重要となる。 

頭部を守るには、乗車用ヘルメットの着用がとても有効であるといえる。よって、ヘルメット着用は努力

義務のため罰則などはないが、自転車に乗るときは自分の命を守るためにも乗車用ヘルメット着用を遵守し

ていただきたい。 

3.2. その他の主な交通ルール 

3.2.1. 片手運転の禁止 

スマートフォンや携帯電話での通話や操作、傘を差す等による片手での運転は禁止である。片手での運転

は不安定な運転になるので大変危険である。 

特に、スマートフォンや携帯電話で通話したり、画面を見たり、操作したりしながら運転するいわゆる「な

がらスマホ」が原因となる交通事故が依然として発生している。中には、事故の相手方である歩行者が亡く

なる事例も発生している。「ながらスマホ」は、不安定な運転になるだけでなく、周囲の自動車や歩行者等に

対する注意が不十分となり、自分が思っている以上に危険な行為である。自転車運転中の「ながらスマホ」

は絶対にしてはならない。 

【規定】道交法第 70 条、第 71 条、都道府県公安委員会規則 

【罰則】3ヶ月以下の懲役又は 5万円以下の罰金等 

3.2.2. 並進の禁止 

自転車は、他の自転車と並進してはいけない。ただし、道路標識等により認められている場合は並進でき

ることになっている。自転車の並進は、歩道では歩行者の通行の妨げになり、車道では後方からくる車の追

い越しの妨げになり危険な行為である。 

【規定】道交法第 19 条、第 63 条の 5 

【罰則】2万円以下の罰金又は科料 

3.2.3. 二人乗りの禁止 

自転車は原則として二人乗りをしてはいけない。 

ただし、自転車の二人乗りが違法にならないケースが、各都道府県の公安員委員会の規則で規定されてい

る。例えば、東京都道路交通規則第 10 条第 1 項では、次のいずれかに該当する場合は例外となっている。 

・16 歳以上の運転者が幼児用座席に、小学校入学前の 3 月 31 日までの子ども 1人を乗車させるとき 

・16 歳以上の運転者が幼児 2 人同乗用自転車の幼児用座席に、小学校入学前の 3 月 31 日までの子ども 2

人を乗車させるとき 

なお、幼児用座席に子どもを乗せる場合は、勿論子どもにもヘルメットをかぶらせるようにしていただき

たい。 

                              
9 前掲脚注 4と同じ 
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【規定】道交法第 55 条、第 57 条、都道府県公安委員会規則 

【罰則】5万円以下の罰金等 

4. 自転車運転者に対する指導取締り 

4.1. 自転車運転者に対する交通違反の指導取締りの現状 

警察庁の発表10によると、2021 年の自転車運転者に対す 

る交通指導取締りにおいて、約 131 万件の指導警告票11が 

交付されている。 

指導警告は「無灯火」で約 34 万件、「歩道通行者に危険 

を及ぼす違反12」で約 22 万件、次いで、「一時不停止」で 

約 15 万件であった。 

また、自転車による交通違反の検挙件数は約 22,000 件で 

あった。検挙の理由は、「信号無視」で約 11,000 件、「しゃ断踏切 

立入り」で約 4,400 件、次いで「一時不停止」で約 2,600 件 

であった（図 5）。                     図 5 自転車による交通違反の検挙件数13 

4.2. 自転車運転者に対する交通違反の指導取締り強化対策 

2022 年 1 月 28 日に警察庁交通局長から各管区警察局長並びに各都道府県警察の長に「良好な自転車交通

秩序の実現のための総合対策の更なる推進について」14の通達が出されている。この中で、推進すべき対策の

一つとして自転車運転者による交通違反に対する指導取締りの強化が掲げられている。        

背景としては、自転車利用のニーズは高まっており、その中で重大事故や重大な違反が発生していること

から、以前にも増して自転車関連事故抑止のための交通ルールの遵守の徹底が求められる。ルールを守らな

い自転車運転者に対する重点的な指導取締りと自転車運転者講習制度の着実な運用により、自転車の安全な

利用を促進する必要があるためとしている。 

自転車運転者による交通違反に対する指導取締り強化対策について、主な 3 点について紹介する。 

1 つ目に、違反者に対する指導警告は、運転に免許を必要としない自転車運転者に対して交通ルールを認

識させる機会でもあり、指導警告に際して、自らの違反行為の危険性や交通ルールを遵守することの重要性

について違反者が理解できるように指導警告票を活用した実効性のある指導警告を行うこととしている。 

2 つ目に、悪質・危険な交通違反に対する取締りの強化として、自転車運転者による交通違反が行われた場

合において、警察官等の警告に従わずに違反行為を継続したときや、違反行為により通行車両や歩行者に具

体的危険を生じさせたときは、交通切符等を活用した検挙措置を積極的に行うこととしている。また、検挙

措置に当たっては、自転車関連事故の発生状況や地域住民の取締りに関する要望を踏まえて事前に組織的に

                              
10 前掲脚注 4と同じ 
11 指導警告票とは、違反を現認した際に検挙はしないが、注意を喚起するために交付する書面をいう。 
12 「歩道通行者に危険を及ぼす違反」とは、歩道を通行するに当たって並進する行為や歩道において徐行等をせずに進

行する行為等をいう。 
13 前掲脚注 4と同じ 
14 警察庁, 良好な自転車交通秩序の実現のための総合対策の更なる推進について, 

https://www.npa.go.jp/laws/notification/kyokucyou1.pdf（アクセス日:2023 年 2 月 20 日） 
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検討を行い、事故抑止につながる取締りとなるよう留意することとしている。また、自転車関連事故につい

て、自転車運転者に負傷が認められる場合であっても、当該者に法令違反がある場合にはしかるべく責任を

追及する必要があることから、自転車側の信号無視や一時不停止等の違反行為の有無について確認の上、法

令違反が認められる場合には、立件に向けた捜査を徹底することとしている。 

3 つ目に、自転車運転者講習制度の着実な運用として、交通の危険を生じさせるおそれのある一定の違反

行為を反復して行った自転車運転者に対しては、自転車運転者講習において交通ルールの周知徹底を図るこ

ととしている。本講習は当該自転車運転者に対して集中的に交通安全教育を実施することができる機会であ

るため、危険行為の登録を迅速に行って受講対象者を抽出し、危険行為登録件数の増加に伴う受講対象者の

増加にも十分に対応できる体制を整備することとしている。 

なお、自転車運転者講習とは、都道府県公安委員会が自転者運転者に講習を受けるように受講命令し、講

習時間は 3時間、講習手数料は 6,000 円（標準額）となる。 

このように、警察では、自転車運転者の信号無視や一時不停止等のルール違反に対し、指導警告を行うと

ともに、悪質・危険な交通違反に対しては検挙措置を講ずるなど、厳正に対処することがうかがえる。 

5. 自転車事故と保険 

5.1. 自転車事故の責任 

 自転車で法律違反をして事故を起こすと、自転車利用者は刑事上の責任が問われる。もし、相手を死傷さ

せてしまった場合、重過失致死傷罪となる。また、法律違反の有無を問わず、相手の財物に損害を与えてし

まったり、怪我を負わせたり、死亡させてしまったりした場合には民事上の損害賠償責任も発生する。さら

に、被害者へのお見舞い、誠実な謝罪などの道義的な責任を果たすことも重要となる。 

5.2. 自転車での高額賠償事故例 

 自転車事故の高額賠償事故例は表 1 のとおりである。自転車事故でも相手の被害の大きさによって、加害

者が数千万円もの高額の損害賠償を命じられる判決事例が出ている。また、加害者がたとえ未成年であって

も責任を免れることはできない。 

表 1 自転車事故による高額賠償事例15  

 

                              
15 一般社団法人日本損害保険協会,自転車事故と保険, https://www.sonpo.or.jp/about/useful/jitensya/index.html

（アクセス日:2023 年 2 月 20 日）を基に当社作成 
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5.3. 自転車事故に備える保険 

 自転車の事故でも上述のように損害賠償額が高額になることもあり、そのために備えは必要といえる。備

えの一つとして、自転車による事故を補償する保険への加入がある。 

 自転車事故で相手への怪我や死亡させた場合の損害賠償責任においては、「個人賠償責任保険」で備えるこ

とができる。また、自分自身の怪我においては、「傷害保険」で備えることができる。 

 「個人賠償責任保険」や「傷害保険」では、自転車事故のほか日常生活における事故も保険の対象となる。

例として、「個人賠償責任保険」では買い物中に商品を壊してしまった場合や、「傷害保険」では階段から転

倒して怪我をしてしまった場合にも保険の対象となる。なお、「傷害保険」には、交通事故による怪我のみを

補償するタイプもある。 

 「個人賠償責任保険」は、自動車保険、火災保険、傷害保険などの特約としてセットすることが一般的で

ある。この特約の名称は保険会社ごとに異なる場合があるほか、保険会社によっては取り扱っていない場合

があるので注意していただきたい。 

 また、業務で自転車を使用中に起こした事故は「個人賠償責任保険」では補償されない。そのため、事業

主が事業者用の賠償責任保険に加入する必要がある。 

5.4. 条例による自転車損害賠償責任保険等16への加入促進 

自転車事故において被害者救済の観点から、条例により自転車損害賠償責任保険等への加入を義務化する

動きが広がっている。2015 年 10 月に初めて兵庫県で自転車損害賠償責任保険等への加入義務化の条例が導

入された。その後、多くの地方自治体で義務化や努力義務とする条例が制定されている。2022 年 10 月 1 日

現在、表 2のとおり 39 都道府県において、条例により自転車損害賠償責任保険等への加入の義務づけや努力

義務の条例が制定されており加入促進を図っている。 

 

表 2 地方公共団体の条例の制定状況17 

 

                              
16 自転車損害賠償責任保険等とは、自転車の交通事故により他人の生命又は身体を害した場合において生じた損害を賠

償するための保険又は共済のこと 
17 国土交通省, 自転車損害賠償責任保険等への加入促進について，

https://www.mlit.go.jp/road/bicycleuse/promotion/index.html（アクセス日：2023 年 2 月 20 日）を基に当社作成 
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6. 企業における自転車通勤の推進 

2020 年 6 月に国土交通省自転車活用推進本部より新型コロナウイルスを想定した「新しい生活様式」にお

いて自転車の活用が推奨されていることを踏まえ、国として自転車通勤・通学の一層の推進を図ることとし

ており、その取組内容のお知らせが国土交通省のホームページ18上に掲載されている。 

その中で、企業・団体等における自転車通勤制度の導入の促進をしている。企業等が過度な負担なく、円

滑かつ適切に自転車通勤制度を導入できるように、「自転車通勤導入に関する手引き19」の活用や自転車通勤

を積極的に推進する事業者の取組を広く発信するとともに、企業活動における自転車通勤や業務利用を拡大

するため、「自転車通勤推進企業」宣言プロジェクト20を創設している。 

「自転車通勤導入に関する手引き」には、企業・団体等がこれから自転車通勤制度を導入するための検討

をする際や、既にある自転車通勤制度の見直しを行う際に、参考となる自転車通勤制度導入のメリットや検

討すべき事項が記載されている。また、自転車通勤規定や自転車通勤許可申請書兼誓約書のテンプレートも

記載されており非常に参考になるものである。 

「自転車通勤推進企業」宣言プロジェクトは、自転車通勤を積極的に推進する事業者の取組を広く発信し、

企業活動における自転車通勤や業務利用の拡大を図り、自主的な取組を促進することを目的とした自転車通

勤を推進する企業・団体に対する認定制度である。 

従業員の自転車通勤を認めている企業・団体で、自転車通勤のための駐輪場を確保し、自転車で通勤する

従業員向けに安全教育を年１回以上実施し、自転車で通勤する従業員の自転車損害賠償責任保険の加入を義

務化といった基準を満たす企業・団体は、「自転車通勤推進企業」宣言プロジェクトの「宣言企業」に認定さ

れる。 

認定されると自転車活用推進官民連携協議会のサイトに自転車通勤を推進する企業・団体として企業・団

体名が紹介され、自社のホームページや名刺等に宣言企業の認定ロゴマークが使用できることとなる。こち

らは、事業所単位でも認定され、認定の有効期限は 5年間である。 

7. おわりに 

自転車は、幅広い年齢層が多様な用途で利用する身近な交通手段であり、新型コロナウイルス感染症の影

響による「新しい生活様式」に伴い、通勤・通学や配達を目的とする自転車利用のニーズが高まっている。

一方、交通ルールを無視する自転車利用者が多く見受けられ、自転車関連事故の全交通事故に占める構成比

は増加傾向である。今一度、職場や家庭で自転車利用の交通ルールや事故の危険性について振り返ってみて

はいかがだろうか。 

自転車通勤制度を導入される企業・団体等は、自転車利用者が交通ルールやマナーを正しく理解できるよ

うに安全教育・指導を適切に行うことが重要である。そのため、自転車通勤の条件として、安全教育・指導

の受講や自転車損害賠償責任保険の加入を義務化するなどを検討することも重要である。 

本レポートが自転車利用者の事故防止につながる一助となれば幸いである。 

 

                              
18 国土交通省, 「新しい生活様式」を踏まえた国の取組と、企業の皆様、自転車通勤をされる皆様へのお願い，

https://www.mlit.go.jp/road/bicycleuse/bicycle-commuting.html（アクセス日：2023 年 2 月 20 日） 
19 前掲 18 と同じ 
20 前掲 18 と同じ 
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